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宮崎市工事契約管理・工事成績評定システム構築及び運用保守業務委託

基本仕様書

１．基本事項

（1）業務名

宮崎市工事契約管理・工事成績評定システム構築及び運用保守業務委託

（2）業務の目的

事務の効率化を図るとともに、制度改正や事務の見直しにも柔軟に対応するため、宮崎市が

利用する各システム（宮崎市財務会計システム等）と連携が可能で、かつ、宮崎市工事契約管

理システムと工事成績評定システム（以下「本システム」という。）が一体的となったシステムの

導入を目的とする。

（３）業務内容

①構築業務

・打合せ協議に係る資料の準備・収集・整理、議事録作成、設計業務

・システム構築

・現行の契約管理システムから抽出された、登録業者及び契約データの移行（平成２７～令和

７年分）

・工事成績評定結果データ（Excel）の移行（平成２７～令和７年分）

・職員に対する操作研修及びマニュアル作成

・その他本システム構築に必要な作業

②運用・保守業務

・システム運用管理

・ソフトウェア、アプリケーション保守

・障害発生時の対応

・その他本市システムの運用・保守に必要な作業

（４）履行期間

①構築業務

令和７年４月１日（火）から令和８年３月３１日（火）

※工事契約管理システムは令和７年１２月２６日（金）、工事成績評定システムは令和８年３月

３１日（火）までには本番環境で稼動ができるものとする。

※工事契約管理システムについては令和７年１１月から令和７年１２月まで、工事成

績評定システムについては令和８年２月から令和８年３月までの期間に十分な検証

期間を設けるものとする。

②運用・保守業務
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工事契約管理システムについては令和８年１月１日から、工事成績評定システムについては

令和８年４月１日からの保守とする。

２．構築業務

（1）実施条件

①本システムは運用上必要な現行の各法令等に対応していること。また、構築後に法改正等が

あった場合には迅速に対処できること。

②構築責任者及び担当技術者を明確にし、進捗管理や品質管理等を行うこと。また、構築体制

を明確にした体制図を提出すること。

③システム構築においては、豊富な実務経験を持つ業務に精通した技術者が対応し、本市担当

課職員及び情報部門担当課職員と十分な協議を行った上で、作業を行うこと。

④問題解決及び情報共有を目的とした打合せを必要に応じ適宜実施すること。

⑤本市からの問い合わせ等に対しては、迅速かつ適切に回答を行うこと。

⑥システム稼働に必要なソフトウェア・サーバＯＳ・これらライセンス等の調達、その他、本仕様書

に記載がないものであっても、システムの稼動を実現する上で必要なもの（Google クラウド

利用料を除く）については、全て本構築業務の契約額に含むものとする。

（2）機密保護

・宮崎市が管理する情報資産に関する情報セキュリティ対策について、「宮崎市情報セキュリティ

ポリシー」を遵守すること。

・個人情報の保護の重要性を十分認識し、個人の権利利益を侵害することのないよう必要な措

置を講じること。

・本市から知り得た情報（公開情報を除く。）は、本システムの提案、契約の目的以外に使用せ

ず、契約期間の終了後についても機密として扱い、第三者に開示若しくは漏洩しないように必要

な措置を講じること。

（3）業務の引継ぎ

他システムへの移行が生じた場合は、データ移行等がスムーズに行えるよう措置を講じておく

こと。

３．導入要件

（1）前提条件

①システムの形態

クラウド方式（インターネット回線とする。）とし、原則として、一般的なＰＣと一般的なＷＥＢブラ

ウザ（Google Chrome など）及び仮想ブラウザ（ソリトンシステム社製 Secure Browser）によ

り、クライアント側で特殊な専用ソフトウェアを必要とせず作動するものとする。
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②データセンター要件

本市の指定する Google クラウドの仮想サーバーを利用すること。 プロジェクトの作成、仮想サ

ーバーリソース設定作業は宮崎市が実施する。

③クライアント端末環境

クライアント端末環境については、以下を想定とすること。

≪ 職員利用端末の仕様 ① ≫

≪ 職員利用端末の仕様 ② ≫

④ネットワーク環境

リモート対応を行う場合は、セキュリティ対策として、アクセス制御（HTTPS）、暗号化

（SSL/TLS）等の複数の対策を組み合わせ、データの改ざん、破壊、漏洩などの被害を予防

すること。 

⑤Google クラウドサーバー利用料について

       サーバー利用料については、本市が負担する。

（2）基本要件

①建設工事及び建設コンサルタント、建築設計、地質調査、測量、補償コンサルタント、その他コ

区分 項目 仕様

ハードウェア CPU Intel （ R ） Core （ TM ） i5-

8265U

メモリ容量 8.00GB

ディスク容量 118GB

画面解像度 1366×768

ソフトウェア OS Windows 10 Pro

ブラウザ SecureBrowser II

区分 項目 仕様

ハードウェア CPU Intel （ R ） Core （ TM ） i3-

1215U

メモリ容量 8.00GB

ディスク容量 128GB

画面解像度 1920×1080

ソフトウェア OS Chrome OS

ブラウザ Google Chrome
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ンサルタント業務（以下、「建設コンサルタント等」）に係る業者登録、入札及び契約、検査

（土木（上下水道工事を含む）・建築・設備）及び評定、統計作業に係る一連の事務処理が

できること。

a）登録業者数

・建設工事業者：約 1,200 者

・建設コンサルタント等業者：約 500 者

b）年間案件数

・建設工事：約８00 件

・建設コンサルタント等：約 300 件

②宮崎県情報入札サービスシステム、宮崎県電子入札システム、宮崎市スマート申請システム

及び宮崎市財務会計システムとのデータ収受に対応できること。

③理解しやすい画面構成、直感的な操作性・履歴管理等の仕組みを備えており、簡単な操作で

情報の検索やデータ抽出ができるよう、EUC 機能を備えるなど汎用性が高いこと。

④帳票については、クライアントから参照でき、PDF 形式又は Excel ブック形式（.xlsx）等に変

換して出力できること。A4 判出力を基本とし、出力前にプレビュー表示ができること。なお、

Excel ブック形式で出力された帳票を、本市では Google スプレッドシートで閲覧することが

有るため、レイアウト調整を行うこと。

⑤各種帳票の印刷には、既設のプリンタ（メーカー：富士フィルムビジネスイノベーション（旧富士

ゼロックス））が利用可能で、プリンタのメーカーや機種に依存しないシステムであること。

⑥法令等の制度改正に即時対応できること。

⑦定期的に機能強化・バージョンアップ等に対応できるシステムであること。

（3）機能要件

原則として、「【別添】機能確認書」の機能を満たすものとする。ただし、詳細は公募型プロポー

ザルにおいて受託候補者決定後、別途協議にて定めるものとする。

（4）システム稼働時間

６時０0 分から２２時００分（平日）までを基本的な使用時間とする。ただし、突発的な対応を

要する場合には別途協議により決定する。

（5）システム規模等

システム利用者数及び端末数（同時）

（6）バックアップ

自動的にバックアップを取得し、かつ、バックアップデータによるシステム復旧が可能であること。

内容 台数及び人数

システム利用者数 約１００人を想定

システム利用端末数 約１００台を想定
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なお、バックアップの実施にあたっては、システム稼働時間内において、本市の業務時間（８

時３０分から１７時１５分）以外の時間で実施すること。

（7）信頼性

①本番稼働後のシステム変更、システム機能追加やバージョンアップ時には、本番環境以外で

十分にテストできる環境を有すること。テストできる環境は、リソースのボリューム、必要稼働

時間などについて適切な構成とすること。

②開発時及び運用時におけるアクセス制限、操作ログの取得、暗号化通信、その他セキュリティ

対策を講じ、データが第三者から閲覧されない環境を構築すること。

③設定時の誤りの防止策を講じること。

（8）研修

システム導入時に職員向けの操作研修を行うこと。なお、操作研修は、業務知識とシステム機

能・操作に関する知識を有する者が行うものとする。操作研修会場、研修用 PC、電源、ネットワー

ク環境は本市にて用意する。

また、操作研修後においても、本市が主体の操作研修を実施できるよう対策を講じること。

①管理者向け操作説明（契約課職員）

②担当者向け操作研修 令和８年１月頃 各課１～２名（計１００名程度（２回程度））

（9）マニュアル作成

システム導入時に管理者及び職員向けのマニュアルを作成すること。なお、マニュアルについ

ては、必要に応じて随時改定し、本市に提供すること。

４．データ移行

（1）移行の考え方

現行システム（契約管理システム及び業者管理システム）や既存工事成績評定集計表データ

（Excel）から円滑にデータを移行するため、移行時期と手法を明確にすること。

（２）データ移行範囲

データ移行範囲については、以下のとおりとする。ただし、詳細については、受託候補者決定後、

本市と協議の上決定する。

①契約管理システム

・契約案件情報

②業者管理システム

・業者情報

③工事成績評定集計表データ（Excel）

・原則として、すべてのデータを移行する。
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（３）要件

①現行システムからの抽出データは本市から提供するため、データ抽出に要する経費は本業務

の契約額に含めない。

②現行システムに保存されているデータは原則として全て提供するが、システム的な理由やデー

タ不備等で移行が困難なものがある場合は、本市と協議を行うこと。

③ファイルレイアウトは、原則として本市指定のものとするが、システム開発の初期段階において、

データ移行に関する事項（提供データ内容・量、データ抽出・提供方法、データ形式、文字コー

ド、提供時期、提供回数等）については、本市と（必要であれば現行システム運用保守事業者

も同席の上）協議すること。

④移行データの確認やデータ移行後のシステム検証等の作業については、チェックリスト等を作

成・提示するなど本市の負担を軽減できるように配慮すること。

５．運用・保守要件

円滑なシステムの稼働を確保するために必要な運用保守作業を行うこと。運用保守の範囲は、

導入システム等の本業務によって調達した全てのシステムを対象とし、セキュリティに関する事項も

含むこと。

（1）サポート体制

本市からの問い合わせに対して適時に対応できる体制とすること。

（2）保守管理

通常使用に伴って発生するバグ修正、その他、軽微な保守（マスタ変更や法改正対応等、機

能要件を補完するもの）を行うこと。

保守の必要が生じた場合は、早急に対応すること。

（3）障害発生時の対応

障害発生時には、速やかに本市と情報共有を行い、早急に復旧作業に取り掛かることとし、適

宜対応状況等について報告を行うこと。また、対応完了後には、原因及び再発防止策について

報告すること。

６．成果物

①工事契約管理・工事成績評定システム一式

②システム稼働に必要な新たなハードウェア・ソフトウェア（必要な場合のみ）

③構築体制図 ④マスタースケジュール ⑤詳細スケジュール ⑥操作研修用テキスト

⑦操作マニュアル ⑧打合せ議事録 ⑨その他必要資料
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７．検収

成果物については、本システム、資料等一式を提出し、本市の了承を得ることをもって、検収の完

了とする。

８．その他

本仕様書に記載のない事項について、疑義が生じたときは速やかに本市と協議すること。


